









として発生 し,ほ とんどすべての重要な政策的課題は,世 界経済的全体性 と
かかわって発生する。この場合,・求められるのは,認 識のもつ全体性ないし
世界性であり,社 会現象 としての歴史的動態性や現実の現象における継起性
である。これに対 して 「ceterisparibus」 を前提とす る部分 的,個 別的分
析理論 は,仮 想的,抽 象的性格の もとに単なる 「論理的無矛盾性」にとどまっ
ている場合が多 く,社 会現象 としての全体性や歴史性,な いしは動態的事象
の継起性に欠ける場合が少な くない。今日長期波動への関心が強まりつつあ
るのは,わ れわれが位置する現在地が歴史の動態的プロセスの中でいかなる





















は不況局面 として対応づけられ,長 期物価循環 として長期波動現象が把握 さ
れてきたのである(1)。この場合,特 に問題になるのは,長 期時系列の物価指
数を素材として,過 去のデータを統計的な外挿手法を用いて将来時点の大 き
さを予知する 「数量的統計手法」に比較 して,長 期波動的認識構造が,著 し
く異 なっていることである。いま,長 波的上位転換点ないし下位転換点に現
在時点が位置する場合,「数量的統計手法」を用いた将来予測が,決 定的な
ミスリー ドを導きかねない危険性を色濃 く保持 していることは明らかである。
例えば,図1一]に みられるように,縦 軸に物価指数をとり,横 軸に時間(t)



















か ららまでの物価データを基礎として,点 線で示 されるような右上が りの
線上 に予測値を算定するだろう。今それが各々ズ,β',ぴ であった と仮定 し
よう。 ところが,実 績値は,長 期波動の下降作用に従 って,A,B,Cへ と
下落 した場合,予 測値は実績値か ら全 くはずれて しまうことになる。 この予
測値の実績値か らの大きな乖離の原因は,実 体におけるPか らAへ の個別
的一回限 りの現象的変化を,過 去の時系列データをベースとする統計的趨勢
線上で判断 したために,歴 史的動態め全体的認識作用によって理解す る努力
を怠たったという点にある。
長期波動において上位転換点はある日突然訪ずれるのではなく,歴 史の時
代的特性 として漸次形成されつつ現象化す るのである。 コンドラチェフ的長
期波動においては,こ の時代的特性は,現 在時点よりも約50年 前の長波的
サイクルにおける歴史の同位相的局面に対応する類似現象 として長波論者に
とってはすでに察知 されている現象である。すなわち,長 期波動的思考の特














転換点('T)に あるものと仮定 した場合,数 量的統計手法を用いて,現 在時
点以降の物価動向を予測する人は,ら か らら までの物価 データを基礎 とし
て,点 線で示されるような右下がりの線上に予測値を算定するだろう。今そ
れがA'bノ,ぴ であったと仮定する。 ところが,実 績値が,長 期波動の上昇
作用に従って,A,B,Cへ と上昇 した場合,予 測値 は現実値か ら全 くはず
れて しまうことになる。 この場合も同様に問題 となるのは,実 績値 の7か
らAへ の個別的一回限りの現象的変化を,歴 史的動態の全体的認識作用 に




降か ら上昇へ と変化 させる歴史的下位転換点 の形成要因は,技 術革新 や






面に生ずる経済事象は,相 互に類似 した特性をもつということであり,こ れ
はコンドラチェフ的長期疲動の歴史的動態に対する全体的経験を基礎とした
特有の認識構造というべきものである。
長期波動的思考に関 して次に問題となる論争点 は,認 識構造としての全体
性が もつ恣意性についてである。長期波動の上位転換点にしろ下位転換点に
しろ,そ れらを決定する歴史的全体性は,複 合的要因の集合体であり,必 ず
しも時代々に一義的類似性をもつ ものではない。 とくに上下相方の転換点は,
上昇要因と下降要因が混在 し,相 互に相反する要因が交錯 しているというの
が現実である。従 って歴史的クロノロジーの設定 も各々の長波論者に応 じて
千差万別に異なる可能性をもち,恣 意的循環変動の危険性を多分に含んでい
る。 しかし長波的転換点は,あ る種の 『移行期』であり,上 昇から下降,下
降から上昇への時代的特性を混在させっっ も,漸 次その継起的局面を特徴づ
ける諸要因が顕在化 してくるものと考えられ,恣 意性に陥ることなく,転 換
点の歴史的クロノロジーが特定づけられなければならない。特に金本位制で
はなく管理通貨制のもとにある現代世界経済においては,経 済指標としての
物価水準は,も はや現代長波論に対 して客観的素材 としての指標の役割を奪
い去 って しまったも同然であり,極 端に云えば,上 昇か下降かの現実認識は,
個々の長波論者の主観的判断の中にしか見い出されないと云 っても過言では
ないのである③。事実,現 代世界経済において物価変動は,長 鵡波動に対 し
て経済指標としての客観的素材価値を著 しく減殺 しており,参 考程度の意義
しかもちえな くなって しまったというのが,そ の本質であり,そ の分多 くの
恣意性が混入 して くることは避けられないというべきである。
ところで長期波動的認識のもつ第二の特異性は,上 位転換点に対 して下位
転換点(逆 に下位転換点に対 して上位転換点)が,歴 史の 『逆位相的局面』























ことである。すなわち図2に 示す ような長期波動 的物価変動 において,P、
ライン上のB,点(上 位転換点)に 対 して,T、 ライン上 のC,点(下 位転換
点)は 逆位相的対称性を もつものと考えられる。ちなみに,す でに論 じた同
位相的類似現象というのは,こ の図においては,Blに 対応するB,で あり,
C1に 対応するC2で ある。
今 ここでの問題 は長波的サイクルがもつ 『逆位相的局面』における対称的
特性 ということであるが,こ れは恣意的主観的循環変動に陥 りがちな従来の
長波論議に対 して,そ の危険性を回避する作用を持ちきたす重要な判断基準
を提供する。例えば,上 昇か ら下降へと変化させる 「上位転換点」が,旧 覇
権国イギ リスの金保有残高の減少によって形成される場合,下 降から上昇へ
と変化 させる 「下位転換点」で,挑 戦国アメリカの金保有残高が,は るかに
イギ リスを上回ったとすれば,こ れはイギ リスとアメ リカにおける逆位相局
面での対称的現象の出現であり,長 波的下降局面が上昇局面へと漸次移行 し
っっあることを知 らしめる歴史的現象形態 とみることができるのである。 も
ちろん現実は,同 一位相に諸要因が混在 しており,必 ず しも一義的逆位相現
象が単純に存在するのではなく,相 互に相反する要因が交錯 しているのであ




ても,そ の意志をもっていなかったというような場合,ア メリカは 「ラス ト・





二次大戦以後のことなのである(`)。この他1930年 代 は,金 価格の引き上 げ
や,ア メリカのTVA計 画,ナ チスや日本の軍事支出拡大などによって物価
の上昇が開始され,あ たか も長期波動の上昇局面への転換が実現 したかのよ
うな印象を持たせるのであるが,し か し世界全体としては金融証券恐慌の後
遺症とも云 うべき財貨面での経済不況から脱却 しておらず,雇 用問題 は深刻
であり,世 界経済的貿易関連 はブロック経済圏の確立によって縮少的均衡径
路を歩みっつあったのである。 しかもなお後に示すように重要なことは,イ
ギ リス覇権に対 して,挑 戦国 ドイツ,日 本がその政治経済的挑戦志向を挫折
することなく継続 していたということである。従 って1930年 代 は,長 期下
降の下位転換点 に出現 した上昇要因と下降要因の混在する 『移行期』〔6)と判
断すべ きであって,長 波的上昇が開始 したものと解釈されてはならない。 こ
のような移行期は,上 位転換点においても形成されるが,経 験的理解によれ
ば一般に,上 位転換点での移行期は2～4年 で短いのに対 して,下 位転換点
での移行期は6～7年 で長期化する傾向がある。概念図で示せば図3の ごと
くである。上昇要因 と下降要因が混在する移行期はジグザグ模様で示されて
いるが,従 来の長波的クロノロジーとちが って,上 昇局面 には2～4年 の上
位移行期が包含され,ま た下降局面には6～7年 の下位移行期が包含 されて
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図3


















上昇 局 面 下 降 局 面 上 昇 局 面 下 降 局 面
コ ン ドラチ ェ フ皿 コ ン トラ チ ェ フIV網
前者の要因がその影響力を強めっっあるものと理解することができる。
つ ぎに第三の長期波動的思考に関する問題点であるが,そ れはコンドラチェ




ひとつのサイクルが約50年 の循環波動を もつ ものと仮定 し,そ の前半25年
を上昇局面 とし,後 半25年 を下降局面とすれば,一 期前の上位転換点 ない
し下位転換点のクロノロジーが経験的にかあるいは学問的にか確定 されてい
れば,そ れを基礎として今期のサイクル的クロノロジーは機械的に決定 され
うる。例えば図3に 示すように,一 期前の長期波動の上位転換点 が1920年
だとすれば,そ の下位転換点は,お およそ25年 を加算 した1945年 頃という
ことになる。従 って,仮 に金価格の上昇によって1932年 以降,物 価が上昇
したとしても,こ れをもって新たな長期サイクルの開始とみることは,時 間
の長さが示す構成性から云っても妥当性に欠けるものと判断されなければな










一期前の長期波動にほぼ50年 を機械的に加算 した年度の範囲内に,上 下転
換点が形成 されていることは,時 間のもつ長 さが,現 実の長期波動に対して,
なんらかの構成性を与える作用を及ぼしているものと理解されよう。
以上のように,わ れわれの今日的状況が世界経済全体の中でいかなる場所









③ 時間の長さがもつ構成性によって,長 期動態的全体性に随伴 しがちな 『
恣意性を廃除する規準を提供 しうること。
④ 長期波動の歴史的クロノ.ロジーの設定については,従 来の考え方とち







2.ア メ リカ覇権の 「非交替」 と挑戦国 日本の挫折
国際政治学や国際関係論で今 日論 じられている 「ヘゲモニー ・サイクル
(覇権波)」 や 「モデルスキー ・サイクル」(8)ほど現代長期波動論 にとって興




近代世界経済の歴史的展開 においては,生 産や金融,な らびに貿易,軍 事
力等において他の国を圧倒的 に凌駕 し,ま た国家存立の理念において 「民主
的自由主義 の政治観念」を本質とする国が,覇 権国として世界経済に秩序を
与え,国 際公共財を供給することによって世界的政治経済 システムに安定 と




系的決定 としての 「グローバル戦争」によって行なわれ,戦 争を勝ち抜いて
リーダーシップを掌握 した国が 「覇権国」 となる一方,覇 権国に対抗する







ヘゲモニー ・サイ クル論 が これまでの論議 に新 しい視点 を付与 して いると
思 われ るのは,覇 権国 と挑戦 国 とい う二国 モデルの もとに,国 家 システムの
もつ政治観念 的理念 を問題 と している と共 に,世 界経 済の実体 に存在 す る国
家相互 間の対抗 関係 の質 的変化 を基準 として四つの局 面に分割 し,100年 単
位の歴史的 クロノロ ジーを与 えていることである。
ヘ ゲモニー ・サイクルの時間的長 さが100年 を1サ イ クルと考 える とき,
50年 を1サ イ クル とす るコン ドラチ ェフ的長 期 波動 が二 つ対応 す るよ うに
思 われ る。 しか しヘゲ モニー ・サイクルの重大な問題 は,あ まりに も政治的
事象 に対す る判断 を優先 しているために,世 界史 にお け る大 戦争(ほ ぼ30
年戦争 であ るとす る)の 終 了時を もって勝利 国の 「覇権成立」 と考えて いる
ことであ る。 例えば,イ ギ リス覇権iの成立 は,1815年 の ナ ポ レオ ン戦 争 終
了時 であ り,同 じくアメ リカ覇権の成立 は1917年 ない し1945年 の第二 次大
戦終了時 であ る。 このよ うな考 え方 は,既 存 の コン ドラチ ェフ的長 波の歴史
的 クロノロジーと対応 せず,と くに30年 戦争 中(1789～1815年 の ナポ レオ
ン戦争 と1914^一1945年 のWorldWarIとD)のコ ン ドラチェ フ的長 期波
動局面が廃除 され ることになる。 また,余 りに も,歴 史 的 グローバ ル戦争 に
力点 を置 きす ぎるため に覇権交替の歴史的現実が歪曲 されて しま ってい ると
云わ ざるをえ ない。ヘ ゲモニー的覇権交替 は,あ たか も500メ ー トルバ トン
リレー競技(1494年 以来現在 まで500年)で,5人(ポル トガル→ オ ランダ
→イ ギ リス1→ イギ リスD→ アメ リカ)の 走者が,各100メ ー トル(約100
年)ご とのバ トンタッチに よって交替 す るかのよ うに想定 されて いるが,し
か し,こ の考 え方 は,現 実 の歴史 的覇権交替 の姿 とは異な って いると云 わざ
るをえない。現実 の覇権交替 は歴史 の深部 で もっと静 かに覇権への興隆が ま
ず開始 され,あ たか もサーキ ッ.ト上 のカー レースのよ うに,走 行中の追 い抜
き追 い越 しを通 じて先頭 を交替 してゆ,くよ うなや り方 で進行 す るのであ る。










モデル」は図4の ダイヤグラム(9)によって示 されるが,こ のモデルの基本的
仮定は以下の諸点か ら構成されている。
① 世界は基本的に覇権国,挑 戦国,新 興国の三国から成 るものと仮定さ
れる。覇権国は,経 済力,軍 事力において他を圧倒し,歴 史的世界経済




























(旧覇権国) 成熟 衰退 中核 周辺 辺境
アメリカ1




一 『 興隆 獲得 成熟
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世紀の覇権国アメリカを想定 している。 また挑戦国は,覇 権国の提供す
る秩序体制の中で,生 産,金 融,貿 易,軍 事力等のすべての面で,覇 権
国と対抗関係をもち,あ わよくば覇権的 リーダーシップを覇権国から奪
取することを考えている国である。 このような挑戦国も同じく二つに分
類 し,覇 権を切望 しなが らリーダーシップを奪取できない 「挫折型挑戦
国」 と,挑 戦国でありながら覇権国に庇護 される形で次期覇権を禅譲的
に手にすることのできる 「遭逢型挑戦国」である。さらに挫折型挑戦国
の代表は,戦 前の ドイツ,日 本であり,戦 後については,旧 ソ連 と日本
である。 また遭逢型挑戦国は戦前のアメ リカと戦後90年 代の 「新生ア
メ リカ」である。新興国は当初世界経済の辺境に位置 しているが,開 発
的発展によって急激に興隆 してくる国であり,今 日のアジア諸国に該当
す る。













③ ダイアグラムの横軸 は,1896年 以降の コンドラチェフ的長期波動の
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歴史的 クロノロ ジーを描 いてお り,A.局 面(た だ し,否=1,2,3)は2
次 コン ドラチ ェフ波動 の上昇局面 を,B,局 面 は同 じく2次 コ ン ドラチ ェ
フ波動 の下降局面 を意味 して いる。1896年 か ら1945年 までは一次 目の
コ ン ドラチェフ波動 を意 味 し,そ の前 半 の上 昇局 面(1896～1920年)
はA,後 半の下降局面(1920～1945年)はB,で示 す。 また1945年 か
ら1997年 までは,二 次 目の コン ドラチェフ波動 を意 味 し,前 半 の上昇
局面(1945～1973年)はA2,後半 の下降局面(1973～1997年)は β2で
示す。 さ らに三次 目のコ ンドラチ ェフ波動の上昇 局面 は1997年 か らほ
ぼ2022年 にかけてであ りA3で 示 され る。
④ ダイア グラムの縦軸はゼ ロか ら4の 数字 によ って国力の大 きさを示 し,
成熟覇権の4を 頂点 と して,辺 境のゼ ロまで五段階 に分類 されて いる。
もちろん この国力 の大 きさは,相 対的 なもので,興 亡す る国家相互間 の
対抗関係 における質的変化 に応 じて大 きさを異 にす る。
以上 の想定 の もとで,「 覇権国盛衰型長波 モデル」 か ら導 き出 され る論理
的帰結 は次 の通 りである。
(a)ま ず 戦前 にお け る50年 単位 の コ ン ドラチ ェ フ的 長期 波動(1896～
1945年)に お いて は,覇 権国は19世 紀以来 の継続 としてのイ ギ リスで
あ り,挑 戦国 の代表 は,ア メ リカ,ド イ ツ,日 本 であ る。挑戦国の うち,
ア メ リカは遭逢型挑戦国 と考 え るにふ さわ しく,1896年 頃 を興 隆期 と
して,1920年 以 降の長波下降局面(B)で,イ ギ リス覇権にキャッチア ッ
プ し,実 質 的に覇権の リー ダー シップを獲 得 した もの と理解 され る。 す
なわ ち,長 期下降 のB,位 相局面 はイギ リス覇権 中に,ア メ リカ覇権 が
漸 次確 立 されて ゆ くとい うカー レース方式の覇権交替で あ り,イ ギ リス
か らアメ リカへ の 「歴史 的な覇権交替期」で あったと認 め られる。
(b)遭 逢 型挑戦国 であるアメ リカの覇権獲得 は,一 方 にお いて既存覇権国
イ ギ リスを衰退 させ ると同時 に,他 方 にお いて挫折型挑戦国 であ る ドイ
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ツ,日 本を 「周辺化」ないし 「辺境化」に向かわしめるほど挫折 させ,
コンドラチェフ的長期波動に最終的ピリオ ドを打つこととなった。すな
わち,覇 権国盛衰型の長波モデルにおいては,下 位転換点のクロノロジー
的決定には恣意性の混入する余地が全 くな く,遭 逢型挑戦国が,旧 覇権
国の覇権的 リーダーシップを獲得すると共に,挫 折型挑戦国が周辺化な
い し辺境化に追いや られる時点で決定される。 このような時点は,ド イ
ツにとって も,日 本にとって も,1945年 であることは動かす ことの出
来ない歴史的事実であり,例 証するまでもない事実であろう。従って,
戦前のコンドラチェフ波動の下位転換点は1945年 と考え るべ きであろ
う。
(c)同 様に戦後における50年 単位のコンドラチェフ的長期波動(1945～
1997年)に おいては,覇 権国は一期前の下降局面(.8,)で 旧覇権国イギ
リスを追い越 したアメリカであり,ま た挑戦国の代表は,政 治的には旧
ソ連であり,経 済的には日本,ド イツである。 ここで注意を用すること
は,挑 戦国の概念的範疇についてであり,必 ず しも挑戦国は,覇 権国の
外部に存在するのではなく,覇 権国的自国の内部か ら旧覇権を抜け殻 と
して再生的に生れ出てくる場合 も考えられねばならないということであ
る。とくに覇権の成熟期においては,豊 富な生産資源を大量に覇権国は
所有 しており,「ProsperityTrigger」 にもとつ く技術革新などによっ
て,構 造的高転換を行ない,自 からの覇権国的内部に,新 しい遭逢型挑
戦国を生み落 とすことが可能である。 このような作用を覇権国に仮定 し
なければ,か ってのイギ リスのような2世 紀に渡る継続的覇権維持ない
し 「覇権の非交替」 は論理的に説明 しえないことになる。従 って,現 代
覇権国 アメ.リカの場合にも,挑 戦国は旧ソ連や日本,'ド イツだけなので
はなく,ア メリカ内部の 「再生的新生 アメリ.カ」こそ遭逢型挑戦国とし




の もつ政治観念的理念と深 くかかわり,最 新の技術革新を生み出す秩序
体制が形成されているかどうかが決定的な重要 々因となる。
一般 にコンドラチェフ的長期波動において技術革新の新結合がいかな
る局面で発生するかに関 して,不 況を動因とする 「DepressionTrigger
説」 と,好 況を動因とする 「ProsperityTrigger説 」 の二種類が対立
的に存在するのであるが,「 既存覇権国」の成熟段階で,次 期覇権 を決
定する遭逢型新技術が,ProsperityTriggerと して発生 することを仮
定するのは,こ れまでのコンドラチェフ的技術革新命題 と本質的になに
も矛盾 しないということになる。 とくに,重 厚長大の産業技術が,1930
年代の不況局面をTriggerと してアメ リカに発生 し,そ れが戦後のア
メリカ覇権を確立 したように,今 次アメリカ覇権の成熟局面(1980～90
年代)に おいて好況局面をTriggerと して発生 した軽薄短小の情報通
信技術は,次 期覇権国としての遭逢型挑戦国をアメ リカの内部に生み落
としたと云えるのである。挫折型挑戦国旧 ソ連や日本,ド イツと遭逢型
挑戦国新生アメ リカとの決定的な違いは,ア メ リカがProsperityTri-
ggerに もとつ く情報通信革:命によって経済構造的高転換を実現 し,内
部に高付加価値の新産業をもつのに対 して,前 者の挫折型挑戦国はいま




ずるのに対 して,挫 折型挑戦国は,統 制的中央集権志向的である。 いず





(d)い まわれわれが明 らかにしなければならない ことは,1990年 代後半
の世界がコンドラチェフ的長期波動のいかなる局面に位置 しているかと
いうことである。すでに述べたように,既 存覇権国 アメ リカの内部 に
90年 代初頭以降情報通信革命を中心 とする技術革新が本格的に発生 し,
「再生的新生アメリカ」 という遭進型挑戦国が形成 されっつある。 この
遭逢型挑戦国としての新生アメリカは,旧 覇権体制アメリカを衰退させ,
同時に,挫 折型挑戦国である旧ソ連を政治的に周辺国化 し,他 方,日 本,
ドイツを経済的に挫折させっっある。 これはまさに,歴 史的長期動態に
おける1930年 代末 との同位相的反復現象の出現であり,コ ン ドラチェ
フ的長期波動の下降局面における下位転換点の移行期に到達 しつつある
ものと理解される。アメ リカは既存覇権の 「非交替」の中で新たな 「ア




Frontierな いしNewSupplierと して台頭 しつつあることである。 こ
のNewSupplierと しての新興国 は挫折型挑戦国日本を再度挫折 させ,
日本を経済構造的低転換に向かわ しめることによって,日 本の周辺化,
辺境化を押 し進め,強 力なパワーのもとに興隆 しっっあるのである。
3.現 代世界経済 と長期波動的構成性
覇権国盛衰型長波モデルは,三 国モデルを仮定 し,国 家間の弁証法的対抗
関係の中で,既 存覇権国が挑戦国に覇権の リーダーシップを交替するという
国家相互間の追い上げと技術革新の相互関連の もとで示された世界経済の長








(ア)金 の 枯 渇 と金 ・為 替(ポ ン ド)(ア)原 油不足 とドル通貨体制の動揺
制の破綻 α)覇 権国アメリカの貿易赤字 と財
反 (イ}覇 権国イギ リスの貿易赤字 政赤字
復

















(イ)自 動車,化 学,家 電,食 品加工
(イ)ア メ リカ の情 報 通 信 分 野 の イ ノ
ベ ー シ ョン
称 などの新産業の登上 (ウ)覇 権i国アメリカの軍事費削減に
(ウ)ア メ リカの 軍 事援 助 よる財政赤字の減少
現 (エ)TVA計 画,広 域経済圏,満 洲(エ)ア ジア新興国の興隆
象 開発などの発展政策 (オ)円 高による日本の挫折 と旧ソ連





的上昇への移行期(下 位転換点)は,す でにみたように,逆 位相局面におけ
る対称的現象によって知 ることがで きるのである。
表1は,二 つのコンドラチェフ波動 の下降局面(B,とB2)に おける各年
代の反復現象と対称現象を列記 した ものである。云うまで もなく下降局面で
の反復現象は長期波動の下降阻止要因であり,下 位転換点(上 昇への移行期)
の形成要因である。
(1)B1局 面(1920～1945年)の 反 復現 象 と対称現象




て,イ ギ リス覇権が衰退 し,ま た金 という天然資源の存在量の相対的不足に
よって,よ って立つべき国際通貨制度である 「金 ・為替(ポ ンド)本 位制」
が破綻 したということである。9
Bと いう下降局面 はイギ リスに代替するように遭逢型挑戦国アメ リカが
台頭 し,貿 易収支の大幅黒字と債権大国を背景として飛躍的にのし上がって
きた時代である。アメ リカは輸出で得た大量資金を株と土地(フ ロリダ)に
投資することによってバブルと化 し,1929年 の株価暴落を機 に不良債権の
増大や逆資産効果によって貨幣的金融恐慌に陥ち入 り,そ れに引き続いて財
貨的実体の世界経済不況を生み出したのであった。貿易収支の黒字 と債権国






減少 と相まって,各 国に輸出 ドライブの近隣窮乏化政策を採用させ,そ の反
動として各国に関税引き上げや,数 量制限,ブ ロック化を招来 し,世 界経済
は保護主義やブロック経済圏確立へと大きく傾斜するのである。一般に長期
波動の下降局面では,覇 権国をはじめ,挑 戦国,新 興国の対抗的関係が産業
構造の同質化のために相剋的代替的となり,世 界的不況はますます縮小均衡
化への動向を強めざるをえない。
B局 面という下降局面で覇権国イギ リスが本格的に衰退の道を辿 った原
因に,産 業国家 としてよりもむしろ金融国家 としての特徴を顕著にしたこと
が指摘される。 これに対 して遭逢型挑戦国アメ リカは,大 量生産方式による




ギリスはアメリカばかりでなくドイツ,日 本にも石炭,造 船,繊 維等で挑戦
を受け,結 局,英 連邦の強化をはかることによって経済ブロック化の道へと
進まざるをえなか ったのである。


























む しろ平和的関係のうちに推移 し,戦 争は起 りえないというものである。 こ
のようなコンドラチェフ的命題に従えば,第 二次世界大戦はその命題に反 し,
下降局面で発生 したことになる。戦争 とか革命は広い意味では,各 国の政治
.経済システムや覇権的存立の選別的淘汰作用であり,こ のような淘汰作用は




にあることを認め られなければな らない。ただ し,上 昇局面における大戦争
は,財 政支出の拡大や軍事費の増大,資 源制約などによって 「インフレ的過
熱状態」を引き起こし,貨 幣的金融作用の 「非中立性」㈹ によって貨幣金融


















的解決案すなわち 「革命ないし改革」的手法 しかありえないものと考え られ
る。ここで云 う内攻的解決案 とは,非 能率的な政治観念的理念のもとに構成
される国家 システムを,他 国の武力との関係で淘汰するのではなく,民 主々
義的方法による一般民衆の内発的淘汰作用によって選別する方法であり,革
命ないし改革という手段によるシステムの自壊的淘汰作用である。内攻的,












象 と認識すべきものである。B局 面でとくに注 目すべ き対称現象 は,1931
年のイギ リスと,1933年 のアメリカで発生 した金支払 の停止 とそれに伴 う
『金価格の引き上げ(ド ル ・ポンドの対金平価切下げ)』 であり,こ れ らは下
降的位相に対抗する上昇的逆位相要因を形成 し,下 降局面での下位転換点的
上昇への移行要因である。金支払の停止は,金 為替制度の行き詰まりであり,





なわち,金 価格の引き上げは,相 対的金不足の実体に対 して歴史の対称現象
を意味 し,デ フレ的物価下落に対する阻止作用を果 したのである。
1オ ンス20.67ド ルであった金価格が,1オ ンス35ド ルに上昇 し,諸 国の
中央銀行の金保有高は約130億 ドルか ら220億 ドルへと増大 した。金価格の
引き上げは金鉱の発見と同 じであり,コ ン ドラチェフ命題では,上 昇への
NewDemand要 因である。30年 代初頭 のイギ リスおよびアメリカにおけ
る金価格の引き上げ(ポ ンド,ド ルの金平価切下げ)は,金 鉱保有国ないし
金保有者にWindfall的 流動性のプレゼントを与え,反 対に金保有を以前か
ち熱望 していたポンド,ド ル保有者には,金 の保有を"高 根の花"と して諦
めさせる作用をも?た のである。金価格引き上げの重要な経済的意味は,相
対的に価値の上昇 した金の保有者が,財 ・サービスへのNewDemanderと
して消費や輸入を増大 させる一方,価 値の下がった ドルやポンドを所有 して
はいるが金を保有 したいと熱望している人々に対 して金保有を識6さ せると
いう効果をもっことである。 このことは,急 激で大幅な円高をもたらした
1980年 代か ら90年 代への日本に与えた経済効果を正確に理解する上でとく
に重要である⑬。
たしかに金価格の引き上げは,金 鉱の発見と同様の国際流動性の増大をも
たらすが,1930年 代初頭の1オ ンス35ド ルへの金価格の引き上げは即時的
にNewDemandを 世界経済に対 して発生 させたわけではなかった。 なぜ
なら,ヨ ーロッパの政情不安がアメ リカへの大量の金移動をひき起 こし,金
偏在に伴 うアメリカの不胎化政策によって必ず しも国際流動性の上昇 とはな
らず,'か えって金価格引き上げ以前よりも世界の国際流動性は縮少する結果
となったか らである。








配 しており,そ れを打ち破るほどの大規模な財政支出拡大は行なわれなか っ
たからである。従ってあくまでも,コ ンドラチェフ的下降局面のクロノロジー
的終了は,世 界経済の対抗的関係の中で,ド イツや日本 という挑戦国が敗戦
を通 じて挫折 し,周 辺国化ないし辺境国化 した時点で終止符が打たれるのが
最 も正 しいと云えよう。いずれにせよ,下 降局面がいっ終了 したかを理論的
に明らかにすることは長波論議にとってかなり重要な論点であり,こ れまで
余 りにも曖昧なままに放置されてき光 というのが大 きな欠点であったと考え
られる。
(2)B2局 面(1973～1997年)の 反復現 象
B,局 面と比較 した場合のβ2局面における歴史的反復現象でとくに重要な
のは,既 存覇権国アメリカが,旧 覇権国イギリスの場合と同様に貿易収支の







たのである。他方アメ リカは,自 か らの覇権に対する政治的挑戦国であった
旧ソ連との冷戦構造の最終局面で,レ ーガン政権のもと軍事費を拡大 し,財
・政赤字を肥大化させると共に,意 図的な ドル高政策と相まって,国 際収支を
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さらに大 きく悪化 させたばかりでなく,財 貨的実体面において空洞化 という
"過少生産構造の矛盾"を 招 くに至ったのである。 かかるアメ リカのスタグ
フレーション的病理現象のもとで,輸 出を伸長 し,対 米黒字を累積させたの
は,ア メ リカ覇権に対する経済的挑戦国であった日本および西 ドイツであっ
た。日本 と西 ドイツは意図的にアメリカ覇権に挑戦 したわけではなく,む し
ろ協力 しつつ対米黒字を増大させたと云えるのであるが,し かしアメ リカの
比較優位産業をつぎつぎと奪取 し,最 先端的戦略産業にまで肉薄する日本の
輸出攻勢は,と くにアメリカか ら見れば明 らかに挑戦的 と映 ったことはまち
がいないであろう。事実,貨 幣的金融面で,ア メリカを債務国化 し,ド ルの
著 しい減価を促進させたのは,日 本の"意 図せざる挑戦的経済政策"の 賜で
あり,日 米産業構造の同質的相剋関係を背景とした熾烈な構造的経済摩擦で
あった。それは1930年 代の旧覇権国イギ リスと挑戦国アメ リカ,ド イツと
の関係に対比され,歴 史的反復現象として1970～80年 代 にアメ リカと日本
の間で再現されたのである。
現代のコンドラチェフ的下降局面β2と先行する下降局面81と は,歴 史上
の同位相的類似局面であり,B局 面で担 ったアメ リカ的役割を,.82局 面で
日本が反復的に演ずることになった。70年 代初頭か ら,日 本 は構造的貿易
黒字国となり,既 存覇権国アメリカを一時駆逐するかのような勢を持つと共
に,国 際収支黒字の調整的円高が何回となく大幅に繰 り返され,貨 幣的金融
面の内需緩和策が国内的に実施された。日本特有の官僚支配的規制 システム
の もとで金融政策の大幅な緩和策は資金の大量放出を招 き,一 大金融 ブーム
を引き起 こし,た ちまち株や土地等の資産価格が高騰 し,投 機的バブルと化
したのは当然のことであった。1990年 代初期の株価暴落を機に,不 良債権
の増大,逆 資産効果の発生,円 高によるデフレ作用などによって,貨 幣的金
融恐慌ともいうべ き状態に陥 り,そ れに引 き続いて,財 貨的実体面では 「平







ところで,82局 面における日本のバブル崩壊 と長期不況が,B局 面にお
けるアメリカの類似的反復現象と著 しく異なっているのは,今 回の日本ケー
スが必ず しも日本主導の"世 界不況"を 引き起 こすほどのハー ドランディン
グ現象を伴 っていないということである。むしろ日本は自滅的に一人,円 高
不況と資産デフレの中で経済不況を長期化 し,1930年 型大不況を日本国内
で一手に再現 している様相を呈 しているのである。平成バブルの崩壊 は,膨
大な不良債権を生み出 し,金 融恐慌的取 り付け騒 ぎを引き起 こし,株 式や土
地価格の暴落は逆資産効果を惹起 し,消 費や投資を激減 させデフレ的長期不
況を発生させた。 さらに過渡の円高は 「純輸出黒字」を減少 させ,マ クロ経
済的所得減少を発生 させている。また財政支出は,長 期不況による税収減 と
累積的赤字国債の肥大化に伴 う財政破綻の危機的状態の中で,大 幅な抑制が
余儀な くされ,あ たかも30年 代の古典派的 「財政均衡主義」 の呪縛に縛 ら






代から80年 代にかけて発生 した経済現象は,1920年 代か ら30年 代 にかけ









不況は,経 済的挑戦国としての挫折である。 さらにまた,ア メリカが既存覇
権体制の中で 「情報通信革命」を中心 として再生 し,新 覇権体制を確立させ











③ アジアを中心 とするNewFrontierの 興隆
などが,長 期波動の下降局面 における逆位相的対称現象 と判断 し,現 代世界
経済は,長 期波動上昇への移行期を歩みつつあるものと特定化する。
従来の一般的長期波動論者の考え方 は,覇 権国アメリカが1兆 ドルに近い
対外累積債務をもち,財 政赤字を依然 として継続 している間は,金 利 も相対
的に高 くならざるをえず,そ れだけ経済成長 も抑制 され,世 界経済 は低迷せ
ざるをえないというものであった。従 って,現 代世界経済は,「コンドラチェ




た しかに 「移行期」においては,上 昇要因や下降要因が混在 し,「 ドル暴
落説」 を払拭 しきれないのであるが,逆 位相的対称現象 としての旧ソ連の崩
壊 は,ア メリカの財政問題を軍事費の削減という形で相対的に健全化 し,ま
た超円高(1ド ル=79円,1995年)は,ド ルが暴落す る以前 に日本経済を
自壊 させ,再 び ドル急落に追 い込む挑戦的勢力を世界経済から消失せしめた
ことを意味 し,一 方,ド ル圏としてのアジア経済の興隆は,ド ルの相対的需
要を上昇させ,さ らには技術革新によってアメリカ企業が再生 しつつ産業の
「若返 り」や高転換をはかるとすれば,も はや ドルの暴落 シナ リオの現実性
は回避されたも同然といえよう。 ダウ工業株平均株価が6000ド ル(96年10
月)を 越える現在,ア メリカがバブリイな株式 ブームに踊っているというよ
りも,21世 紀に向けたアメリカ覇権の再生による 「新生 アメ リカ」 に対す
る将来性が買われているものと見 るのが妥当 しているように思える。
旧ソ連や日本経済が挫折型挑戦国として,周 辺国化ないし辺境国化 し,ア
メ リカが新生アメリカとして21世 紀覇権に向けて遭逢 し始めた理由は,各 々
の国家システムが もつ政治経済的理念や秩序体制の相違を物語 るが,同 時に
相互のシステム的淘汰作用が歴然 と現象化 したことを反映するものである。
前者の挫折型挑戦国は統制的ないし中央集権的志向が強く,そ の内部にもつ
権威主義的官僚統制主義は,自 由な創造的批判精神を容認せず,途 方 もない
システム的欠陥を宿 しているのに対 して,後 者の遭逢型覇権国は,自 由主義
的競争秩序の重視のもとに 「創造的変革の精神」 を第一位的原動力 とし,
「カイノス(根 本的に新規な)的 」革新への試行に対 しては,い かなる規制
的統制 も与えないことを根本思想 としている。 日本 とアメリカの大きな相違
は,日 本が経済的発展の成果を 「政官業」の利権的ルートを通 じてバブル化
し,規 制的システム体制の欠陥によって単 に不良債権の山と長期的経済不況
を生み出 し,な ん ら体質的改善を行なわなかったのに対 して,ア メリカは,
108(546)
現代長期波動と歴史的上昇局面への移行期
1兆 ドル近い対外累積債務の不均衡的拡大を通 じて,新 たな均衡力を形成 し,
経済構造の若返 り的転換を行なう一方,新 興企業の創造や従来の成熟産業に
おける新陳代謝によって事業転換をはかるなど,新 規雇用の拡大と景気促進
を導 き,再 び 「強いアメリカ」に向けた覇権的遭逢を開始 したことである。
1990年 代の日米経済パフォーマンスのちがいは基本的には,両 国のシステ
ム体系の相違であり,政 治経済的指導理念や秩序構造のあり方の問題である。
日本の秩序構造は多くの場合,利 権的規制秩序 となっており,途 方 もない非
効率を温存させ,全 体 としてコス ト高のシステム体系を形成 していると云わ
ざるをえない。その中心的欠陥は政治 と癒着 した官僚的統治機構の"行 政的










(1)長 期波動が 「物価波動」であ'るか 「数量波動」であるかは長波論議にとって




ではなく,物 価の上昇期(コ ンドラチェフ上昇期)に はブーム局面とスタグフ
ロ サ ロ 　 ロ 　
レーション局面,物 価の下降期(コ ンドラチェフ下降期)に はデフペリティ局







ム」一 「スタグフレーション」一 「デフペリティ」一 「スランプ」の四局面の
特性をもつものと理解 していることになる。
BrianJ.Berry,「Long-WaveRythmsinEconomicDevelopmentany
PoliticalBehavior』,(小 川,小 林,中 村共訳,『 景気の長波と政治行動』,亜
紀書房)
市川泰治郎編 『世界景気の長期波動』,亜 紀書房
(2)長 期波動をひきおこす要因として,コ ンドラチェフは,① 技術変化と投資,















コ ン ド ラ チ ェ フ 1890/961914/20一 一 一 一
シ ュ ム ペ 一 夕 ー 1897/961924/25一 一 一 一
ロ ス ト.ウ 1896 1920 1933 1933 1951 1972
マ ン デ ル 1873 19131939/481939/481967 一
バ ン ・デ ュ エ イ ン 1892 1927 1948 1948 1973 一
ク チ ン ス キ ー 1896 1913 1951 1951 1969 一
ベ イ リ ー 1893 1920 1954 1954 1981 一
赤 松 要 1896 1920 1933 1933 1973 一
J.J.VanDuijn,『ThelongwaveitEconomicLife』,GeorgeAllen&
Unwin。
市 川 泰 治 郎 編,『 世 界 景 気 の長 期 波 動 」,亜 紀 書 房,参 照 。








をもたず,ア メリカはその責任を負 う意志をもたず,そ のため国際経済 システ
ムが不安定になったとしている。
C.P.Kindleberger,『TheworlditDepression1929-1939』(石嫡昭彦/
木村一朗訳,『 大不況下の世界1929-1931』,東 京出版,参 照。)
(5)1930年 のフーバー大統領下におけるスムー ト・ホー リー関税法の成立 は,
アメリカの世界経済に対する無責任さを示す代表例とされるが,そ の他フーバー
ダム着工や,ル ーズベルト大統領のTVA計 画などは,そ れなりの不況克服策
であったにもかかわらず,基 本的には,古 典派的 「財政均衡主義」の観念にし
ば られて,不 況の脱却は行なわれず,財 政支出も思いきったものとはならなかっ
た。
山田伸二,『 大恐慌に学べ』,東 京出版,参 照。
'(6)長 期波動論に 「移行期」の概念を導入しているのは,ウ ォーラーシュタイ ン
である。彼は従来のコンドラチェフ波が上昇期(A局 面)と 下降期(B局 面)
の二つの局面から成り立つA-B連 鎖なのに対 して,「 物価波動」と 「数量=生




と定義 している。従 って,ウ ォーラーシュタインとはい く分異なった概念であ
ると云わざるをえない。
ImmanuelWallerstein,「LongWaves』(宇仁,岡 久,遠 山,山 田訳,
『長期波動』,藤 原書店)
(7)赤 松要はコンドラチェフ皿の底点を,1933年 とするが,こ れはアメ リカの
金価格引 き上げに対 して現象的強調点を偏向的に強く置いたためと理解される。
このような考え方によれば,第 二次世界大戦(W.W.H)は コン ドラチェフIV
の上昇局面で発生 したことになる。
赤松 要,『 世界経済論』,国 元書房,参 照。
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『世界 システムの動態』,晃 洋書房,参 照。)
(9)わ れわれの 「覇権国盛衰モデル」は,基 本的には,ウ ォーラーシュタインに
よって示されたモデルをベースとして考案されたものである。ウォーラーシュ
タインは,覇 権国(ヘ ゲモニー)は 世界経済において躍進一獲得一成熟一衰退
の四局面をもつ ものと仮定 し,こ れ ら四局面に対 して,二 つのコンドラチェフ
波(A+β1,A2+β2,た だ し,A.=Z次 コン ドラチェフ波の上昇期,B=Z次






しかし,こ のモデルでは,覇 権波は必ずしも100年 とはなっておらず,コ ンド
ラチェフ波のクロノロジーも不明確である。
1,Wallerstein,前 掲書,参 照。
(10)資 本主義の歴史上有名なバブル崩壊事件は,オ ランダの 「チューリップ暴落」,
イギ リスの 「南海バブル事件」,ア メリカの 「N.Y,株 価大暴落」などがあるが,
1990年 の 「Tokyo株 価大暴落」は歴史上の類似的位相局面における反復現象
と理解され,そ の事件の もつ意義か ら云って,経 済史的大事件であったと云え
よう。
(ll)「 貨幣の非中立性」という概念を用いて長期的下降要因を説明 したのは篠原








貯蓄が低下 し,② 為替 レートが過大評価され,③ 資本逃避が刺激されることに
よって,結 局,累 積債務が増大する。かくして,イ ンフレによる貨幣の非中立
性 というプロセスを通 じて,実 体経済ばかりでなく,発 展パターンも影響を受
けると云 うのである。
篠原三代平,『 長期波動学会会報,第 二号』,1986年,参 照。
(12)対 ドル為替に対する円の価格上昇は,金 価格の上昇と同 じよ うに,"円 の保
有者(=日 本人)"が,外 国財に対 してNewDemanderと して消費や輸入 を




高によるNewDemanderへ の日本の構造変化に対 しては,単 に政官業の癒着
による利権構造 としてしか機能 しなかったことである。円高は,政 官業の行政
指導的政策を全 く無用のものとし,そ れが続行する限り,円 高が一層継続 し,
自壊的挫折作用が進行するだけなのである。
〔追補〕
本論文は,社 会科学研究所総合研究,テ ーマ 『今 日の世界経済における長期動向
と累積債務問題』の一環として執筆されたものである。
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